























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ま 地 判 平 成24年5月16日（LEX/DB 文 献 番 号
25481433）がある
8）	 櫻井敬子・自治百選［第3版］（別ジュリ168号）94頁、田中治・平成6年度重判（ジュリ臨増1068号）44頁、石井昇・法教
1995年6月号（177号）
9）	 白井皓喜・判例地方自治194号116頁
10）	高橋佳子・京都産業大学／産大法学45巻1号72頁
11）	高橋・産大法学45巻1号72頁
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ⅰ　裁判例
⑭最判平成6年12月22日　公有水面埋立法によ
る埋立地の売却に関する事案である。普通地方公共
団体が不動産等を売却する場合において、合理的な
行政目的達成の必要などやむを得ない事情があっ
て、売却価格が一定の価格を超えないようにする必
要があり、これを一般競争入札に付するならば、最
高入札価格が右一定の価格を超えるおそれがあると
きには、その売却は、「その性質又は目的が競争入
札に適しないもの」（施行令167条の 2第1項2号）
に当たるとして、随意契約によって行うことができ
るものというべきである。ただ、その場合において
も、普通地方公共団体としては、右の事情につき配
慮した上で、当該地方公共団体に最も有利な価格で
売却すべき義務を負うのであるから、そのような価
格を売却価格として売却しなければならない。
これを本件についてみると、本件売却は、売却の
対象が公有水面埋立法による埋立地であるため、法
令上その処分価格に制限があり、また、地価高騰の
抑制のため、周辺地価との均衡を保って売却する必
要があるなどの事情があったというのであるから、
売却の性質・目的が競争入札に適しないものであっ
た。したがって、自治体としては、本件土地の売却
に当たっては、右のような事情を配慮して売却価格
を定め、随意契約により売却すべきであったのであ
り、最高制限価格を定めた一般競争入札によって
行った本件売却の実施は違法といわなければならな
い。
⑮京都地判平成4年3月25日　宿泊施設なしに設
立された京都国際会館について、付帯宿泊施設とし
てグレードの高い相当な規模をもつホテルを建設す
る目的で、京都市が、随意契約の方法によって西武
鉄道㈱に市有地を売却した事案である。【下線部ア】
および【下線部イ】の判示を前提に、国際会館は、
設立当初から、宿泊施設がなくその整備が課題で
あったところ、京都市は、各種の国際会議・国内
会議を誘致し、内外の人が交流する都市を目指して
いた。サミット誘致を契機として、国際会館の付帯
宿泊施設としてグレードの高い相当な規模をもつホ
テルを建設することになり、京都市は、本件土地に
ホテルを建設し、経営する意思と能力を有し、京都
市の意図するところに応え得る者に売却することに
なった。競争入札によっても、従業員の数、資本の
額その他の経営の規模・状況という客観的に判断
しうる資格を定めることはできる。しかし、京都市
との協調性や本件土地における国際会館の付帯宿泊
施設としてのホテル経営の強い意思など、主観的な
資格を定めることは困難である。競争入札では、最
高の価格を提示したものが売買契約の相手方とな
る。それでは、最高の価格を提示した契約の相手方
が、果して京都市が考えているところに従ってホテ
ルを建設し、経営する固い意思を有することが保証
されない。しかも、国際会館が立地する宝ヶ池周辺
は都心からかなり離れており、ホテルを建設しても
採算に乗るまでに長時間を要する。そのため、地元
業者が名乗りを挙げず、さらに、東急ホテルなど東
京の業者に当たってもホテル建設が拒絶された。確
かに、このような事実に照らしても、本件土地の売
買契約をするに当り、京都市が競争入札の方法によ
ることが不可能とはいえないけれども、本件土地売
買契約が前示ホテル建築経営を目的とするもので、
これに相応する資力・信用・技術・経験等を有す
る相手方として西武鉄道㈱を選定して、その者との
間で契約を締結するという方法をとるのが前示本件
契約の性質に照らしまたはその目的を達成する上で
より妥当であり、ひいては京都市の利益の増進につ
ながるものである。したがって、本件契約を「その
性質又は目的が競争入札に適しないもの」として随
意契約の方法をとったことは、京都市の本件契約担
当職員の合理的な裁量によるものである。
⑯東京地判平成5年2月25日　臨海副都心開発計
画の一環として行われた都有地の賃貸契約に関する
事案である。【下線部ア】の判示を前提に、東京都は、
東京都における地価高騰や住宅問題等のさまざまな
都心問題に対処するため、臨海部副都心開発計画を
策定したものであり、右計画は、経済的利益の追求
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のみを目的とするものではなく、東京都の長期的か
つ多角的な政策判断に基づく開発事業計画という性
質を有するものであり、本件契約の締結も、右のよ
うな政策目的にそって行われものであることが認め
られる。そうすると、右副都心に進出する企業に都
有地を賃貸するための本件契約の締結に当たって
も、その契約の相手方の選定は、その賃料の額の多
寡という経済的競争原理のみに従って行われるべき
ものではなく、進出企業が右都有地において行おう
としている事業のアイディアが右のような開発計画
に適合するものであるか否かという観点、あるいは
その建設を予定している施設がどの程度右のような
計画目的に適合しているかという優劣の判断に基づ
いて行われることが望ましいものであることは、自
ずから明らかなものといわなければならない。した
がって、本件契約は、その契約の性質・目的に相
応する相手方を選定して契約を締結する随意契約の
方法をとることがより妥当であると合理的に判断さ
れる場合に当たるものというべきである。本件契約
は、施行令167条の 2第1項2号に定める随意契約
の方法によることができる契約類型に該当する。
⑰静岡地判平成5年10月1日　埋立地賃貸借契約
に関する事案である。【下線部ア】および【下線部イ】
の判示を前提に、本件賃貸借契約の目的は、単に本
件土地を民間企業に貸与して賃料収入を得るという
にとどまらず、本件土地において民間企業に水族館
を建設・経営させ、その水族館経営を通じてもた
らされる観光客の増加をてことして、熱海市の観光
振興に寄与をもたらし、さらには熱海市全体に経済
的波及効果を招来させることを意図するものである
ことが認められる。そうすると、本件土地の賃貸借
契約の相手方は、とりもなおさず右のような政策目
的を担う水族館の建設・経営を委ねる企業となる
のであるから、その相手方の選定を、賃料の多寡と
いう経済的競争原理のみに基づいて行うことは相当
ではなく、右政策目的に直接関わる当該企業の熱海
市における集客力の優劣という観点、当該企業は水
族館の建設のため当初巨額の資金を要するのみなら
ず、右政策目的上、長期にわたって経営を継続する
ことが必要とされることから、当該期間にわたり当
該企業の経営の安定が保証されているといえるかど
うかという観点、あるいは当該企業が水族館経営に
関して十分な技術・経験を有しているかどうかと
いう観点などからの判断に基づいて行われることが
相当であることは明らかである。したがって、本件
土地の賃貸借契約は、その契約の性質・目的に相
応する資力・信用・技術・経験等を有する相手方
を選定して契約を締結する随意契約の方法によるこ
とがより妥当であると合理的に判断される場合に当
たるものというべきである。
原告らは、十分な資力・信用を有し、かつ、水
族館経営に関する技術ないし技能を保持する企業は
訴外会社に限られるわけではないとか、集客力につ
いても各企業によって顕著な差異はないとして、本
件土地の賃貸借契約の締結が競争入札の方法に適さ
ないとすることはできない旨主張するが、地方公共
団体において、当該契約の目的・内容に照らしそ
れに相応する資力・信用・技術・経験等を有する
相手方を選定し、その者との間で契約の締結をする
という方法をとることが、当該契約の性質に照らし
またはその目的を究極的に達成する上でより妥当で
あると合理的に判断されるためには、当該目的等に
相応する資力・信用・技術・経験等を有する相手
方が一社しか存在しないことまでをも必要とするも
のとは解されないから、右のような条件を具備する
企業が訴外会社以外にも存在するというだけでは、
本件土地の賃貸借を随意契約によることとした被告
の判断に合理性が欠如するということはできない。
また、原告らは、他の地方公共団体において公有地
を貸与する場合にはコンペ方式でその貸与先を決め
ているのが通常である等とも主張するが、そもそも
コンペ方式は、各企業から企画を出させ、その企画
の優劣によって契約の相手方を選択する方法であ
り、法的には随意契約であって競争入札ではないし、
コンペ方式によれば、結局のところ当初の企画の優
劣によって契約の相手方を選択することになるか
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ら、建物の設計などの一回的な契約を締結する場合
においては有効な方法であるといえるとしても、賃
貸借契約のような継続的契約の場合おいてもなお有
効なものであるか否かについてはさらに検討を要す
るところであって、本件賃貸借契約を随意契約の方
法により得るとした前記の諸事情も併せ考えれば、
本件賃貸借契約において随意契約の方法によったう
えで、コンペ方式を採用しなかったからといって、
その被告の判断が合理性を失うものということはで
きない。
⑱大阪地判平成5年12月22日　文化的・歴史的・
学術的・自然環境的価値等からその保存を主張さ
れている財産区財産である土地の売却に関する事案
である。【下線部ア】および【下線部イ】の判示を
前提に、本件土地の保存を主張する「信太の森を守
る会」の住民等からの本件土地の売却処分、宅地化
に対する強い反対があったため、本件売買契約にお
いては、本件土地を売却代金完納の日から 10年間
現状有姿のまま保存することとその間の転売禁止、
これに違反した場合の買戻しが条件とされたこと、
また買主に対しては少なくとも右保存期間内ため池
である本件土地に関する悪臭の除去や防護柵の設置
等の維持管理を行うことが要請されたこと、本件土
地の売却価格は、昭和58年12月に本件土地を売却
しようとした際の和泉市財産評価審査委員会の答申
による適正評価額が 1平方メートル当たり 3万5000
円であったところ、それから売却時点までの大阪府
下全般の土地価格の上昇率が約10パーセントであ
ることを考慮して、その期間の経時的な修正率とし
てはその倍である 21パーセントの増加を見込んで、
1平方メートル当たり 3万5000円の 21パーセント
増しの 4万2350円と決定されたこと、昭和58年当
時本件土地を売却しようとした際には、前記のよう
な条件がついたため前記の和泉市財産評価審査委員
会の答申による評価額での買手はなく、その後も財
産区では引き続き本件土地を売却したい意向をもっ
て買手を求めていたが、本件売買契約時点まで被告
遠藤以外の買手は全くつかなかった。本件売買契約
の前記のような条件は必ずしも買手について特段の
資力・信用・技術・経験を要求するものとはいえ
ないし、ため池の維持管理の要請についても同様の
ことがいえる。従って、このような条件・要請が
直ちに本件売買契約を競争入札に適しないものにす
るということはできない。しかしながら、前記のよ
うな本件土地の売却価格の決定方法、従前から本件
土地の買手がつかなかった経過等をも併せ勘案する
と、前記のような条件を付けて本件土地の売却を競
争入札に付しても右売却価格での落札の可能性がな
いとした被告和泉市長の判断にもあながち合理性が
ないとはいえない。そうすると、買主をして本件土
地に関する前記のような維持管理を確実に実行させ
る必要性があったことをも勘案した場合、本件売買
契約は競争入札に適しないから令167条の 2第1項
2号に該当するとまで言い切れるか否かについては
疑問があるとしても、そのような判断が合理性を欠
き不当であることが明らかであるとまでいうことは
できない。
⑲大阪地判平成6年8月26日　都市計画決定に基
づく公園整備に必須の土地を取得する目的で、代替
地を提供するために締結された土地売却契約に関す
る事案である。市当局者は、被告Ｙの代理人である
ＡからＹが本件土地を代替地として求めていると聞
かされ、その旨を信じて諸手続を進め本件契約の締
結に至ったのであるから、本件契約は、公園用地と
して必須の土地であるＹ所有地を取得する目的で、
Ｙに代替地を提供するために締結された契約であ
り、一般競争入札の方法によることは不可能であっ
たと解され、施行令167条の 2第1項2号の「その
性質又は目的が競争入札に適しないものをすると
き」に該当し、随意契約の方法によることが許され
るものというべきである
⑳岡山地判平成10年5月20日　町有地を駐車場
として長年使用していたＡ旅館に対し随意契約の方
法により本件土地を売却した事案である。普通地方
公共団体がその所有の不動産を売却する場合におい
ては、契約締結の方法として一般競争入札を原則と
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し、施行令167条の 2第1項各号に定める場合に該
当するときに限り、随意契約の方法によることがで
きるものとしているのは、主として契約手続の公開
による公正の確保、契約価額の有利性を図るためで
あり、随意契約によることが有利であり、合理的で
ある場合もあり得るが、随意契約によることの弊害
を防止することを重んずる趣旨に出たものである。
施行令167条の 2第1項に掲げる場合に該当するか
否かは抽象的な形式的・画一的基準によって決す
べきものではなく、法が 234条2項の規定により確
保しようとしている売却手続の公開による公正の確
保と契約価額の有利性を図るという目的に照らし、
諸般の事情を総合的に勘案して決すべきものであ
る。
本件土地は、それ自体独立して取引対象となるの
はもとより、立地条件等諸条件に優れ、商業用地と
して一般的有用性の高い土地であるから、取得者の
資金調達能力や事業計画・経営手腕次第では、そ
の利用目的は広範かつ多彩であると推察され、妥当
な条件で売却することもさほど困難であるとは考え
られないし、町だけの立場からすれば、特に本件土
地の処分が急がれる事情があるものとも認め難い。
被告町長において、「その性質又は目的が競争入
札に適しない」（2号）とか、「競争入札に付するこ
とが不利と認められるとき」（4号［現行の施行令
では 6号］）に該当すると確信したとしても、右は
受任者としての善管注意義務に違反し、法令の解釈
適用を誤ったものといわざるを得ない。けだし、町
の住民の信託に基づき町の財政の運営を一身に任さ
れた被告町長としては、町の財産を町に最も有利に
処分し、いやしくも町に損失を及ぼすことがないよ
うに配慮すべき義務を負うものであるから、単に金
融機関や商工会を通じて買受希望者の有無について
打診するにとどまらず、複数の不動産取引業者にあ
たって本件土地売却の能否を質し、土地取引の実勢
を把握するなどの措置をとったうえ、一般競争入札
に付することが不利になり、本件土地の売却方法と
しては随意契約によることの方が、町に最も有利な
処分であることを認めたというような特段の事情が
あるならともかく、売買等の契約の締結は、原則と
して一般競争入札の方法によるべきものとし、随意
契約により得る場合を制限し、例外的方法としてい
る地方自治法234条の法意に照らし、被告は前掲の
各事情のみをもって漫然「その性質又は目的が競争
入札に適しないものとするとき」（2号）とか、「競
争入札に付することが不利と認められるとき」（4
号）に該当すると軽信すべきではなかったというべ
きである。また、後日とはいえ、現にＡ株式会社が
坪単価53万円で買受けを申し出ていることが認め
られる以上、一般競争入札に付した場合に右分譲予
定価格（坪単価51.8万円）以上の入札がある可能性
は否定できないから、「時価に比して著しく有利な
価格で契約を締結することができる見込みのあると
き」（5号［現行の施行令では 7号］）に該当すると
いうこともできない。してみると、町長が地方自治
体たる町と委任関係にあることに鑑みれば、被告が
本件土地を売却するに当たって著しく注意義務を欠
いたとのそしりは免れ得ないから、本件売却行為は
違法であるといわざるを得ない。
㉑徳島地判平成12年2月18日　徳島県が石炭火
力発電所の建設用地として県有地を売却した事案で
ある。【下線部ア】および【下線部イ】の判示を前
提に、徳島県は、阿南市等が新産業都市に指定され
たことをきっかけに、橘湾の工業地域としての開発
をすすめ、造船企業等の誘致を試みたものの、当時
の経済情勢の影響もあって、誘致に至らなかったこ
とから、経済状況にあまり左右されない企業として
石炭火力発電所の誘致を検討し、本件火力発電所が
国の電源開発計画に組み入れられたのを受けて、Ａ
は本件売買契約の締結に至ったのであって、このよ
うな経緯等にかんがみると、県知事が随意契約の方
法により本件売買契約を締結したことには合理性が
認められ、売買価格についても随意契約を制限して
いる地方自治法の趣旨に反するような価格でないこ
とからすると、「その性質又は目的が競争入札に適
しないものをするとき」に該当する。
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㉒新潟地判平成13年3月16日　東北電力の原発
建設計画を阻止し、住民投票に示された住民意思の
実現を図るため、原発建設計画を進める上で不可欠
な本件土地を、住民投票の結果を尊重することが期
待し得る住民に売却する契約に関する事案である。
【下線部ア】および【下線部イ】の判示を前提に、
当該契約が施行令167条の 2第1項2号所定の「そ
の性質又は目的が競争入札に適しない」に該当する
か否かの決定については、当該普通公共団体の契約
担当者の合理的な裁量に委ねられているものである
が、その裁量判断に当たっては当該地方公共団体に
おける政策決定または政治的要素を考慮することも
許容されるというべきであり、当該契約担当者の判
断が明らかに不合理であると認められる場合以外は
直ちにこれを違法とするのは相当でないと解され
る。そして、巻町における原発建設計画に対しては
従来から住民の間において賛否両論の意見が闘わさ
れてきていたこと、平成7年4月に行われた町議会
選挙においては、原発建設問題の賛否を問う住民投
票条例の制定派や原発反対派が議会の過半数を占め
るに至り、同年6月には右住民投票条例が制定され
たこと、平成8年1月に行われた巻町長選挙におい
ては住民投票条例制定運動の中心であり「実行する
会」の代表者が町長に選出されたこと、同年3月、
88.29％もの高い投票率の下に実施された住民投票
において、原発建設に反対とする投票が 60.86％の
多数を占めるに至ったこと、右住民投票条例におい
ては「町長は、巻原発予定敷地内町有地の売却その
他巻原発の建設に関係する事務の執行に当たり、地
方自治の本旨にもとづき住民投票の賛否いずれかの
意思を尊重しなければならない。」との規定が置か
れていること等の事情を総合考慮すると、被告町長
が、住民投票の結果・右住民投票条例の規定に基
づき、巻町において長年の間意見が闘わされてきた
原発建設に対する賛否を巡る問題の最終決着を図る
という目的の下、本件土地を住民投票の結果の尊重
を期待し得る者に随意契約の方法によって売却する
ことにより東北電力が本件土地を取得して原発計画
を推し進める余地がないようにした判断・措置が、
明らかに不合理であるということはできないし、ま
た、不正の動機に基づくものであるとか、あるいは
被告町長に委ねられた裁量権を逸脱・濫用したも
のということはできない。
㉓東京高判平成14年3月28日　㉒判決の控訴審
である。【下線部ア】および【下線部イ】の判示を
前提に、本件土地の売却は、原発を阻止し、原発問
題に決着をつけるとともに町政の混乱と停滞に終止
符を打つという被控訴人町長の政策目的実現のため
になされたものである。もとより、司法裁判所は、
上記のような政策そのものの当否を判断することが
できるものではなく、また、財務会計法規に基づく
会計における公正の原則からすると、政策目的実現
のための土地の売却には、おのずから一定の限度が
あるというべきである。したがって、このような政
策目的実現のために土地を売却したというような場
合には、その土地の売却が会計原則に照らして違法
であるか否かを第一次的な判断基準とした上、上記
の公正原則に照らして、当該政策目的実現のために
した当該土地の売却が、町長の裁量権の範囲を逸脱
したか否か、あるいは裁量権を濫用したか否かを判
断すべきである。
本件についてこれをみるに、本件土地の位置・
形状からすれば、これを代金1500万円で売却した
ことが会計原則に照らして不当に廉価であるとはい
えない上、本件土地の経済的効用の観点からしても、
町長がこれを町有財産として保有し続けるのではな
く、これを売却することとした判断に不当な点はな
いとみられる。たしかに、原発を阻止するという政
策目的を実現するためには、被控訴人町長が本件土
地を東北電力に売りさえしなければよいのであっ
て、必ずしも本件土地を第三者に売却する必要はな
かったとはいい得るものの、同目的のほかに町政の
混乱と停滞に終止符を打つという政策目的も有して
いたというのであり、かつ、本件における住民投票
条例制定の経過、同条例に基づく住民投票の実施に
至った経緯を踏まえ、町長が住民投票の結果を尊重
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する意思で本件土地の売却をした事実経過にかんが
みると、前記の町長の権限ならびに会計上の公正原
則に照らし、本件土地を売却することがその裁量の
範囲を超えたものとはいえず、また本件において動
機の不正は見当たらない上、政策目的を考慮したこ
と自体、これが裁量権の濫用に当たるものともいえ
ないから、結局のところ、本件土地の売却が裁量権
を逸脱・濫用してなされた違法なものということ
はできない。
㉔大阪高判平成17年4月27日　大阪府が市町村
職員共済組合を相手方として、随意契約の方法によ
り、営業が終了したホテルの敷地として利用されて
いた府所有の土地を売却した事案である。本件各土
地の売却については、大阪府は、α地区における産
業振興機能の維持・充実を図るという施策目的を
有しており、その施策目的を確保するため、本件売
買契約の相手方（買主）に対し、用途制限や宿泊、
宴会、飲食等提供機能を備えた施設の提供義務を定
め、本件各土地の所在する地域（α地区）の産業振
興機能の維持・充実を図るための協議に応じる義
務などを定めることが必要であったところ、こうし
た一般的な売買契約とは相当内容の異なる契約につ
いては、単に契約条件をつけた一般競争入札を行う
方法によってその施策目的を実現することは困難で
あったと解されるから、本件売買契約は、契約条件
をつけた一般競争入札の方法によるべきであったと
は言い難く、随意契約の方法によったとしても、そ
れは、契約担当者の合理的な裁量判断の範囲内の行
為であったと認められる。
㉕神戸地判平成19年8月31日　神戸市立御影工
業高校跡地の売却に関する事案である。【下線部ア】
および【下線部イ】の判示を前提に、御影工業高校
跡地の売却は、これを単に土地の売却としてのみ見
る限り、一般競争入札によることが不可能または著
しく困難とはいえない。しかし、上記土地は、地域
の拠点となる駅前の広大な土地であり、神戸市は、
より望ましい土地利用を実現する必要があって、価
格の有利性をある程度犠牲にしてでも、まちづくり
にとって望ましい土地利用の方法を提案した事業者
を売却の相手方として選定することが必要であると
判断したものと解されるが、その判断には合理性が
ある。そして、このまちづくりの内容として、御影
工業高校跡地の周辺地域の一定程度の住民の意見を
表していると考えられる御影地区まちづくり協議会
での意見を事業遂行者の募集要項に反映させ、同要
項に沿わない計画をしている応募者はそもそも審査
の対象とせず、事業を行うに当たって、やむを得な
い事情により、申込時に提出した土地利用計画案を
変更する場合には、事前に文書により申請し、市の
承認を得ることとされ、指定用途に供しない場合に
は、違約金を徴収し契約を解除するなどの事後的な
規制もなされて、神戸市が考えるあるべき御影のま
ちづくりに即した土地利用が実現されるような担保
がなされている。そして、このようなまちづくりの
目的に沿うようにするためには、随意契約で相手方
を選ぶことが必要不可欠とまではいえないにしろ、
神戸市が土地の利用方法を考案するのでは発想内容
に自ずと限界があり、むしろこれを民間事業者の創
意工夫と事業能力に委ねる方がより有効な土地活用
を行い得る可能性が増大するであろうし、また、神
戸市が申込者の事業遂行能力、経営の健全性等の諸
般の要素を判断した上で相手方の選定をなし得る点
でも条件付一般競争入札に勝ると考えられる。この
点からして、土地の利用方法を神戸市が示す指針・
条件の枠内で民間事業者の創意工夫と事業能力に委
ねてより有効な土地活用方法を実現するとともに、
可及的に高額での売却を目指す方法として、買受希
望者が提示した買受後の土地利用方法の内容・買
受価格を総合的に採点評価し、総合評価の点数が最
も高かった事業者を売却先に決定するという神戸市
の採用した本件の売却方式は、契約の性質またはそ
の目的を究極的に達成する上でより妥当であり、ひ
いては神戸市の利益の増進につながるといい得る。
したがって、御影工業高校跡地の売却は、施行令
167条の 2第1項2号の「その性質又は目的が競争
入札に適しない」に該当するといえるから、神戸市
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が同土地の売却を上記のような随意契約の方法によ
り行ったことは適法と解すべきである。
㉖大阪地判平成20年11月18日　連続立体交差事
業に伴う用地取得に係る補償との関係で関係者に対
し市所有の土地建物を売却する契約に関する事案で
ある。【下線部ア】および【下線部イ】の判示を前
提に、高石市は、Ａグループから、本件補償契約の
交渉の際に本件土地建物の売却についての申出を受
けたこと、高石市は、早期にＡグループが本件事務
所を移転しない限り、本件連続立体交差事業を進め
ることができない状況にあり、他方、Ａグループは、
本件事務所以外にも本件連続立体交差事業のために
必要な土地等を所有していたこと、高石市とＡグ
ループは、本件補償契約において、本件土地建物の
売却を契約条項にはしなかったものの、高石市は、
本件土地建物をＡグループに売却することについて
の協力を関係機関・内部に依頼していること、高
石市公有地有効利用検討委員会においても本件連続
立体交差事業の事業協力者への売却を可とする全員
一致の意見を得ていること、議会においても高石市
次長兼管財課長が本件土地建物を事業協力者に売却
する方向性を決定していると答弁していることが認
められる。
これらの事実に照らせば、本件補償契約には、本
件土地建物の売却が契約条項として文書化されては
いないものの、高石市とＡグループとの間では、条
件が整えば本件土地建物を代替物件として同グルー
プへ売却されることが前提となって、本件補償契約
の締結に至ったものとみることができる。このよう
な本件補償契約に至った経緯からすれば、高石市長
は、本件補償契約の交渉を円滑かつ迅速に進め、もっ
て本件連立事業に必要な用地買収を速やかに行うと
の政策的判断の下に本件売買契約を随意契約の方式
で行ったものと認めることができる。
このような高石市長の政策的判断が合理的なもの
であるか否かを検討するに、〔1〕本件連続立体交差
事業は、大阪府が事業主体となり、南海本線と高師
浜線を高架化し、道路交通の円滑化を図るとともに、
鉄道により分断されていた市街地の一体化を図るこ
とによって、安全で快適なまちづくりを推進するこ
とを目的としており、その事業延長も高石市の北端
から南端までの約4.1キロメートルにも及ぶもので
あり、高石市にとって公益性の高い極めて重要な事
業ということができること、〔2〕本件連立事業の事
業期間が用地買収の遅れが原因となり、4年間延長
され、平成26年度末までに変更され、高石市は、
これ以上の用地買収の遅延が許されない状況にあっ
たこと、〔3〕本件事務所の敷地は、本件連立事業の
工事資材の搬入路・仮線の設置スペースとして利
用する必要があり、同敷地を利用できない場合には、
工事車両等の搬入が困難となり、その後の工事全体
の工程にも影響を及ぼし、本件連立事業全体の進捗
にも大きな影響を与えるおそれがあったことが認め
られる。このような本件連立事業の公益性と高石市
が置かれた状況に加えて、Ａグループが本件事務所
の敷地以外にも本件連立事業に必要な複数の土地を
所有しており、Ａグループとの間での任意の補償契
約を速やかに締結できるか否かが本件連立事業に必
要な用地買収の進展に大きな影響を与え得るもので
あったことも併せて考えれば、高石市長としては、
本件土地建物をできるだけ高い金額で売却するよう
に努力することは当然であるが、そればかりではな
く、本件連立事業の工事資材の搬入路・仮線の設
置スペースを確保し、ひいては本件連立事業を円滑
かつ迅速に進展させることができるという政策遂行
上の利点を考慮して、本件事務所を所有し、かつ同
事務所以外にも複数の本件連立事業に必要な土地等
を所有するＡグループを特定の相手方として本件土
地建物を売却することは、その契約の性質または目
的を究極的に達成する上で妥当であり、ひいては高
石市の利益の増進にもつながるといい得るものであ
る。したがって、高石市長の上記判断には、合理的
な根拠があるというべきである。
㉗東京地判平成21年5月28日　都市計画道路整
備事業において、町田市が同事業地内に所在する寺
院の移転地とするために買収した土地の所有者Ａに
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対し市有地を随意契約の方法により売却した事案で
ある。【下線部ア】および【下線部イ】の判示を前
提に、本件売買契約は、本件事業の実施のために本
件移転予定地を含む本件買収地をＡから買収するた
めの条件として、本件売却地をＡに売り渡すことを
目的とするものであり、競争入札によってはＡに本
件売却地を売却できるとは限らず、他の入札者に本
件売却地を売り渡すことになるとすれば、その売却
は上記の目的に反して全く無意味となるものであっ
たところ、町田市において、Ａとの間で随意契約に
よって本件売買契約を締結することによって、本件
移転予定地を含む本件買収地を買収することが可能
となり、これによって本件事業の実施が可能になる
という政策遂行上の重要な利点が確保されることに
かんがみると、本件売買契約は競争入札に適さない
ものとして随意契約によることが許容される地方自
治法施行令167条の 2第1項2号の「その性質又は
目的が競争入札に適しないものとするとき」に該当
するものと解するのが相当である。
㉘大阪高判平成21年12月24日　㉕判決の控訴審
である。【下線部ア】および【下線部イ】の判示を
前提に、神戸市立御影工業高校（以下「P9高校」）
跡地の売却は、これを単に土地の売却として見る限
り、一般競争入札によることが不可能または著しく
困難であるとはいえない。しかしながら、上記土地
は、神戸市γ区の主要な交通結節点である駅の北側
に位置する広大な土地であり、同土地を含む付近一
帯の地域は、神戸市総合基本計画では、区南西部の
中心的な商業ゾーンとして整備に努めるものとされ
ていて、地域や市民に与える影響がきわめて大きい
ことから、神戸市は、P9高校跡地の売却に当たり、
同土地の利用については、人間を中心に据えた魅力
ある都市空間を創出し、都市における良好な市街環
境の形成・保全を図るため、β地域を対象として、
地域内の土地利用、公共施設の配置と建築物の形態
等について、一体的・総合的な計画を策定する必
要があるとの認識から、施設の建設計画に際しては、
酒蔵・澤の井・だんじりなど古き良きβの面影や、
駅前にふさわしい景観・デザインに配慮するとと
もに、駅へのアプローチ、周辺地域も含めた防災、
既存の樹木の活用など緑豊かな環境、すべての人に
利用しやすいユニバーサルデザインに配慮するもの
であること等の視点に基づいた、β地域にとってよ
り望ましい土地利用を実現するとの政策判断に立脚
し、かかる政策目的に沿う相手方を選定するため、
随意契約の方法により、価格の有利性をある程度犠
牲にしてでも、神戸市が立脚・推進する街づくり
にとって望ましい土地利用の方法を提案した事業者
を P9高校跡地の売却の相手方として選定すること
が必要・不可欠であると判断したものと解され、
その判断には十分合理性を認めることができる。こ
の街づくりの内容として、P9高校跡地の周辺地域
の一定程度の住民の意見を表していると考えられる
β地区まちづくり協議会での意見を事業遂行者の募
集要項に反映させ、同要項に沿わない計画をしてい
る応募者はそもそも審査の対象とせず、事業を行う
に当たって、やむを得ない事情により、申込時に提
出した土地利用計画案を変更する場合には、事前に
文書により申請し、市の承認を得ることとされ、指
定用途に供しない場合には、違約金を徴収し契約を
解除するなどの事後的な規制もなされて、神戸市が
考えるあるべきβの街づくりに即した土地利用が実
現されるような担保がなされている。そして、この
ような街づくりの目的に沿うようにするためには、
被控訴人が主張するとおり、神戸市が土地の利用方
法を考案するのでは発想内容に自ずと限界があり、
むしろこれを民間事業者の創意工夫と事業能力に委
ねる方がより有効な土地活用を行い得る可能性が増
大するであろうし、また、神戸市が申込者の事業遂
行能力、経営の健全性等の諸般の要素を判断した上
で相手方の選定をなし得る点でも条件付一般競争入
札に勝ると考えられる。この点からして、土地の利
用方法を神戸市が示す指針・条件の枠内で民間事
業者の創意工夫と事業能力に委ねてより有効な土地
活用方法を実現するとともに、可及的に高額での売
却を目指す方法として、買受希望者が提示した買受
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後の土地利用方法の内容・買受価格を総合的に採
点評価し、総合評価の点数が最も高かった事業者を
売却先に決定するという神戸市の採用した本件の売
却方式は、契約の性質またはその目的を究極的に達
成する上でより妥当であり、ひいては神戸市の利益
の増進につながるといい得る。
P9高校跡地の売却は、施行令167条の 2第1項2
号の「その性質又は目的が競争入札に適しない」に
該当するといえるから、神戸市が同土地の売却を上
記のような随意契約の方法により行い、買受事業者
を選定したことに不合理な点や裁量権の逸脱は認め
られず、適法と解すべきである。
㉙さいたま地判平成24年5月16日　日本赤十字
社への土地売却に関する事案である。本件売買契約
は、青年の家と岸町庁舎の廃止によって未利用地と
なった本件土地について、引き続き公益事業の用に
供することとし、また、埼玉県の財産の交換、譲与、
無償貸付等に関する条例4条および日赤法39条1項
に基づき、日赤に対して、本件土地を時価よりも減
価して売り払って、間接的に日赤の公益事業を支援
することにより、住民福祉の増進を図ろうとするも
のである。かかる本件売買契約の目的からすると、
本件売買契約は、競争入札の方法によって締結する
ことが不可能または著しく困難というべきであり、
施行令167条の 2第1項2号の「その性質又は目的
が競争入札に適しないもの」に当たる。
ⅱ　小括
普通地方公共団体の締結する契約は、契約の公正
と価格の有利性の確保という観点から一般競争入札
の方法により締結されるのが原則であり（自治234
条1項・2項）、この点、土地売却契約・土地賃貸
契約も同様であるが、何らかの政策目的を実現する
ために、多くの土地売却契約・土地賃貸契約が随
意契約の方法により締結されていることが、上記の
⑭判決ないし㉙判決から読み取れる。
町有地を駐車場として長年使用していたＡ旅館に
対し随意契約の方法により本件土地を売却した事案
である⑳判決を除いて、すべての判決で、合理性の
ある政策目的を実現するために締結される土地売却
契約・土地賃貸契約は、施行令167条の 2第1項2
号の「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」
に当たると解されている。
3	結びに代えて
普通地方公共団体の締結する契約は、支出原因と
なるものであれ収入原因となるものであれ、一般競
争入札の方法により締結されるのが原則である（自
治234条1項・2項）。随意契約については、手続が
簡略で経費の負担が少なくて済み、しかも、契約の
目的・内容に照らしそれに相応する資力・信用・
技術・経験等を有する相手方を選定できるという
長所がある反面、契約の相手方が固定化し、契約の
締結が情実に左右されるなど公正を妨げる事態を生
じるおそれがあるという短所も指摘されている。地
方自治法234条1項・2項の趣旨を受けて、施行令
167条の 2第1項に掲げる一定の場合に限定して随
意契約の方法による契約の締結を許容する。
本稿では、平成11年施行令改正により一般競争
入札において総合評価方式が導入された（施行令
167条の 10の 2）ことにも留意して、施行令167条
の 2第1項2号「その性質又は目的が競争入札に適
しないもの」とはどのような場合かについて、昭和
62年最判以降の裁判例を類型化して検討してきた。
⑴　契約内容、契約で委託される業務の性質から、
それに相応する資力・信用・技術・経験を有する
相手方を選定する必要があるため、「その性質又は
目的が競争入札に適しないもの」と解されている契
約類型がある。
この類型の契約については、総合評価一般競争入
札（施行令167条の 10の 2）との関係が問題となる。
上述したように、多くの裁判例が、随意契約の方法
による契約締結を適法と判示している。一般廃棄物
処理業務委託契約に関する⑤判決は、自治法施行令
167条の 10の 2のいわゆる総合評価一般競争入札に
より廃掃法の趣旨を実現できるかに関して、同条1
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随意契約の方法による行政契約の締結──地方自治法施行令
167条の２第１項２号「その性質又は目的が競争入札に適しないもの」の意義──
項が価格の有利性も重要な考慮要素として掲げてお
り、廃掃法・同法施行令が、一般廃棄物の適正な
処理は、住民が衛生的な環境下において健康で文化
的な生活を営むために極めて重要な意味を持つこと
から、その確実な履行を最優先に位置付け、委託料
の低廉化という要請を後退させているため、価格の
有利性・低廉性をも重要な要素と位置付ける総合
評価一般競争入札制度の趣旨とはむしろ相容れず、
総合評価一般競争入札によっては、廃掃法の趣旨の
実現を図ることは困難であると判示している。
⑵　契約内容、委託される業務内容それ自体は競争
入札に適さないとはいえない場合であっても、合理
性のある政策目的を実現するために随意契約の方法
により締結される契約類型として、土地売却契約・
土地賃貸契約、清掃業務委託契約が挙げられる。
